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序     文 

 

 国際協力事業団は、インドネシア共和国からの技術協力の要請を受け、林木育種計画フェーズ

Ⅱを平成９年12月から５年間にわたり実施してきました。 

 当事業団は、本プロジェクトの協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国が

とるべき措置を両国政府に勧告することを目的として、平成14年５月19日から６月８日まで、当

事業団森林・自然環境協力部 森林環境協力課長 吉浦 伸二を団長とする評価調査団を現地に派遣

しました。 

 同調査団は、インドネシア共和国政府関係者と共同で本プロジェクトの評価を行うとともに、

プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、成果の確認を行いました。そして帰国後の国内作

業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめました。 

 この報告書が今後の協力の更なる発展のための指針となるとともに、本プロジェクトにより達

成された成果が同国の発展に資することを期待いたします。 

 終わりにプロジェクトの実施にご協力とご支援頂いた両国の関係者の皆様に、心から感謝の意

を表します。 

 

 平成14年７月 

 

国際協力事業団 

理事 鈴 木 信 毅 









評価調査結果要約表

国名：インドネシア共和国 案件名：林木育種計画フェーズⅡ

分野：林木育種 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：森林･自然環境協力部森林環境協力課 協力金額（無償のみ）：

先方関係機関：バイオテクノロジー・林木育種セン
ター（BFTIRDC）

日本側協力機関：林野庁、文部科学省
協力期間

（R/D）：1997.12.1～2002.11.30
（延長）
（F/U）
（E/N)（無償） 他の関連協力：

案件概要

・協力の背景と概要
　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と略す）は世界でも有数の森林面積を有している
が、近年森林資源が激減しており、FAOの推定値によると1982年から1990年までの間に年平均で130
万haの森林が減少したとされる。これに対しインドネシア林業省は80年代から木材生産の増大と天
然林の保全のため産業造林、社会林業に取り組んできた。
　インドネシアは産業造林用改良種子をオーストラリア等海外からの購入に依存していたが、造林
地の自然環境に適した林木を自国で生産することが可能となるよう、我が国は無償資金協力による
施設供与に引き続き、1992年６月から1997年５月まで当該分野の技術協力のため林木育種計画フェー
ズ１による協力を行った。
　インドネシアはこの成果を活かしつつ、国内産の改良種の育成と原種の生産・供給体制を確立す
るために、林木育種分野の更なる技術協力を我が国に要請し、1997年12月１日から５年間を協力期
間とする本協力が開始された。

　（上位目標）
　　造林計画がバイオテクノロジー・林木育種センター（BFTIRDC）から供給された種子源とその
情報及び育種技術を活用することが出来る。
　（プロジェクト目標）
　　BFTIRDCの機能が、産業造林計画への種子源とその情報、及び育種技術を供給するという点に
おいて強化される。

　（成果）
　　(1)  早生樹種の次世代化育種技術が提供される。
　　(2)  育種種子生産のための種子源造成用の種子とその情報の管理と提供システムが供給される。
　　(3)　郷土樹種の育種に必要な基礎情報と技術が提供される。
　　(4)　他の研究機関あるいは林業会社にBFTIRDCの活動内容に関する情報が共有化される。

　（投入)（評価時点）
　日本側：
　　・長期専門家派遣　４名　・機材供与　8,461万3,000円
　　・短期専門家派遣　14名
　　・研修員受入　　　10名
　相手国側：
　　・カウンターパート配置　51名　機材購入（器具、車両、基礎実験機器）
　　・土地（BFTIRDC構内、試験地９か所）・施設（実験室等）
　　・ローカルコスト負担　116億5,000ルピア
　　・その他

調 査 者 （担当分野：氏名　　職位）
　団長・総括：吉　浦　伸　二　国際協力事業団森林・自然環境協力部森林環境協力課　課長
　育　　　種：近　藤　禎　二　独立行政法人林木育種センター育種部育種課　課長
　情 報 管 理     ：加　藤　一　隆　独立行政法人林木育種センター育種部育種課環境育種研究室　室長
　計 画 評 価     ：田　中　資　記　国際協力事業団森林・自然環境協力部森林環境協力課　職員
　評 価 分 析     ：東　野　英　昭　株式会社レックス・インターナショナル　コンサルタント

調査期間 2002年５月19日～2002年６月８日 評価種類：終了時評価



１．評価の目的
　　PCM手法により、プロジェクトの計画達成状況の把握と評価を行い、プロジェクト終了後の方針につい
て提言を行う。

２．評価結果の要約
　(1) 実施の効率性
　　　実施の効率性は高いと判断される。
　　　日本側の投入は、専門家派遣、インドネシア側カウンターパートの日本国内研修、機材投与のすべてに
ついて、量的、質的、時期的に適切に行われたといえる。フェーズ２の前半では、５分野を３人の長期専
門家で担当していたが、他のプロジェクトの人員配置との比較、あるいは実際の作業量と比べて投入がや
や不足していた感が否めない。しかし、中間評価の時点で、この点が指摘された後半は、長期専門家が速
やかに１名増員され、４人体制となり、プロジェクトの成果達成度の向上に寄与した。

　　　インドネシア側の投入も、1998年の経済危機以降の状況を考えれば、妥当なものであったと判断できる。
カウンターパートは、評価時点で49名であり、十分な人員配置が行われている。また、BFTIRDCが２等
研究開発機関に昇格したため、学士、修士をもつ高学歴のカウンターパートの配置が増えている。活動予
算については、インドネシア側予算の施行が、通常遅れるため、年度初めの活動に支障を来している。

　(2) 有効性
　　　プロジェクトの有効性は高いと判断される。プロジェクト目標の指標達成状況は以下のとおりである。
　　１）カウンターパートが、育種の一連のサイクル（造成、検定、選抜）について十分な知識と技能を身に

つける：専門家、及びカウンターパートからの聞き取りによれば、個人差はあるものの、技術移転が円
滑に行われ、カウンターパートは標準化された業務については独力で実施できると判断できる。厳密な
意味で、一連のサイクルすべてを実施したカウンターパートは５名ほどであるが、彼らが核となって現
在の活動をリードしていく素地ができている。

　　２）第２フェーズで造成された実生採種園の数と面積：それぞれ、23か所、33.53ha（内訳：A. mangium：
20か所　29.23ha、A.crassicarpa：１か所　0.64ha、E. urophylla：１か所　2.30ha、P. falcataria：１か所、
1.36ha）であり妥当な数であると判断される。

　　３）センターで研究活動を実施できるカウンターパートの数：専門家、及びカウンターパートからの聞き
取りによれば、個人差は有るものの、各研究グループで核となる人材が育っているため、研究所全体の
運営方針が適切に策定されれば、研究活動の実施については可能と判断される。

　　４）林業会社との連携が強化される：2001年９月に、林木育種協議会が設定され、現在９社が加入してい
る。これらの会社を対象として、セミナー、ワークショップ、トレーニングコースなどが開催されてい
る。基本的に技術、情報がBFTIRDCから供給され、採種園の土地とデータの提供は林業会社から行われ
る形をとっており、連携の強化は進んでいると思われる。

　　　以上の視点から、有効性は満足のいく水準であると判断される。

　(3) インパクト
　　　正の波及効果が認められる。特に、組織面では、プロジェクトの活動により、BFTIRDCが３等研究機
関から２等研究機関に昇格し、研究機関としての地位が確立されただけでなく、社会的なイメージの向上
も大きい。さらに当プロジェクトが取り入れた民間の林業会社との連携が、林業省の他のプロジェクトで
も取り入れられるなど、林業省のプロジェクトの方向を示した意味での効果も認められる。

　　　効果の一つである上位目標は、今後のインドネシア政府の林業政策、民間林業会社の経営状態など、不
確定要素も大きく、達成にも今後更に時間がかかると思われるマイナス要素もあるが、技術移転が円滑に
行われ、林木育種計画育種協議会の設立など、達成の条件は整ったと判断できる。

　　　住民に対する影響は、現時点では情報が不足しており、検証は困難であるが、今後モニタリング活動を
実施していく必要がある。

　(4) 計画の妥当性
　　　計画の妥当性は、終了時評価の時点においても高い。林業がインドネシアの最重要な産業の一つであり、
用材の需要と供給に大きな開きがあるなかで、インドネシア政府は、環境維持の観点から天然林からの用
材の供給を減らす方向を打ち出している。したがって、将来の用材の供給は人工林により多く依存するこ
とになる。

　　　林木育種計画が、植林の生産性を向上させ、限られた面積の植林地からの用材の供給を質量ともに増加
させることは、国の林業政策の方向性と一致している。



　　　また、計画は、実施機関であるBFTIRDCにとっても、技術移転、人材開発の双方の視点から重要な意
味をいまだに有している。

　(5) 自立発展性
　　　自立発展性は、高～中程度である。BFTIRDCが３等研究機関から２等研究機関に昇格したことで、組
織としての地位が向上し、カウンターパートの配置も充実するなど、プロジェクトの持続性は高まってい
ると判断する。しかし、財政的な面では、予算の執行が遅れ続けている過去の経緯を見ると、いまだに不
確定な要素が多い。また、センターの活動方向を定める戦略性や、研究の財源を確保していくマネージメ
ントの部分では向上の余地が有ると判断する。

　　　個々のカウンターパートの能力は技術移転、日本での研修、海外留学などで高まっており、標準化され
た分野では自立的に活動を継続していけると評価できる。しかし、依然として、日本人専門家の協力が必
要な分野も存在する。

３．効果発現に貢献した要因
　(1) 我が方に起因する要因
　　投入の適切な実施
　　　1999年の巡回指導調査により日本側の投入の不足（長期専門家）が指摘されたが、これを受けて、１名
が迅速に追加派遣され、後半の進捗向上につながった。また、センターの施設（建物等）は、1992年に、
我が国の無償資金協力で建設されており、プロジェクトの活動に必要な基本インフラがすでに整備されて
いたことも、フェーズ１から続くフェーズ２での活動を円滑に実施できた要因の一つである。

　　柔軟なプロジェクト運営
　　　民間の林業会社との連携をはかり、技術情報、種子源供給の対価として、費用負担を図る等、現実的で
柔軟なプロジェクトの運営が図られた。これは単に長引く経済不況への手段としてだけでなく、技術普及
の面でも、プロジェクトの効果発現に貢献し、今後のインドネシア国林業省のプロジェクトのあり方に方
向を示したと考えられる。

　(2) 相手方に起因する要因
　　プロジェクト運営拠点選定に関わる要因
　　　バイオテクノロジー・林木育種センター（BFTIRDC）が置かれたジョグジャカルタは、ジャワ島の地
理的な中心に位置し、観光都市として世界的に有名な都市である。このため、交通の便もよく、林業会社
との連携強化など、プロジェクトの全国展開にも好都合であった。また、ジョグジャカルタは文化の面で
もジャワ島の中心的な役割を担い、育種分野でインドネシア最高の水準を誇るガジャ・マダ大学が存在す
る。研究機関との技術面の交流をはかるうえでも地の利を得ていたといえる。

　　　1998年の経済危機により、インドネシア全土が経済的、社会的な混乱に陥ったが、古都であり、今もス
ルタンをいただく特別州の州都であるジョグジャカルタは、ジャカルタなどの大都市に比べると治安も比
較的よく、混乱も少なかった。

　　　さらに、ジョグジャカルタは、物価が安く、住みたい都市として人気が高い。経済不況のなか、カウン
ターパートの定着率の向上にも貢献したと推測される。

４．問題点及び問題を惹起した要因
　(1) 我が国に起因する要因
　　人的投入の不足
　　　フェーズ２の前半は、５部門を３人の長期専門家で担当しており、実際の作業量と比して、投入が不足
していた感がある。（1999年に派遣された巡回指導調査段位よって指摘され、その後、長期専門家１名が
増員され、後半の進捗の向上につながったことは前項でも記述済みである）

　　供与機材スペアパーツの調達
　　　本邦調達の機材は、用途が特殊な機材も多く、そのスペア・パーツの調達が、インドネシア国内では困
難な場合がある。本案件の場合は、水の濾過器のフィルターが故障し、本邦からのスペアパーツの到着を
待つ間、実験が一時中断されたケースなどもあった。

　(2) 相手方に起因する要因
　　インドネシアの経済不安と政治の混乱
　　　1997年のタイのバーツ暴落に端を発するアジア経済危機は、1998年に入ると、インドネシアにも深刻な
経済危機をもたらし、スハルト退陣へとつながる社会混乱となった。当プロジェクトでも、一時は世情の
不安による専門家の自宅待機や、日本への緊急避難が発生する事態となった。



　　　現在までに及ぶ、長期的なインドネシア経済の低迷から、実施機関であるBFTIRDCの政府予算も十分
に確保できず、執行が遅れ気味であった。このため、遠隔地への出張を伴う活動の一部や、分析機器を用
いる実験に遅れが生じた。

　　インドネシアの社会不安
　　　上記１）にも、関連するが、カリマンタンでは、地元民と、移民（マドゥラ島からの移民）との間で民
族、文化的な対立が激化し、一時暴動が発生するなどの社会不安となった。このため、放棄された実生採
種園が１か所有る。

　　自然災害の発生
　　　一部の実生採種園では、山火事、風害などの災害が発生した。

　　情報の共有化について
　　　研究所内のデータベース、LANシステムについては、ハード環境は一応整備されたものの、研究者から
提供される情報が少なく、利用も浸透していない。情報の公開、共有化に対しての理解不足、あるいはイ
ンドネシアの風土から、抵抗感がまだ有るものと推察される。

　　LAN端末の盗難
　　　2001年９月に発生した、端末盗難の被害により、入力済みのデータの一部が失われるとともに、データ
ベース構築の業務が一時中断を余儀なくされた。

５．結　論
　　技術面、組織制度面、人材育成面からも高い成果が見受けられ､「バイオテクノロジー・林木育種センター
の機能が、産業造林計画への種子源とその情報及び育種技術を供給するという点において強化される」とい
うプロジェクト目標は十分に達成されるものと期待されるとの結論にいたった。
　　ただし、円滑な研究活動の継続のためには運営経費予算の遅滞ない配分が必要である。

６．教　訓（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）
　(1) プロジェクト目標がインドネシアの林業政策に合致していたことがプロジェクトを成功に導いた。即ち
産業造林に求められる改良種子の研究・供給体制の整備は協力期間中妥当性を失うことなく、特に研究成
果が出てくると民間造林企業への技術支援等の波及効果も発生した。

　(2) インドネシア林業セクターのニーズに対し、適切な研究体制を適切な場所に整備し技術協力を行った。
無償資金協力でジョグジャカルタに研究センター施設を提供し、息の長い技術協力を実施した結果、早生
樹種の第２世代実生採取林が確立し、改良種子生産が可能となった。

　(3) 実施機関の組織の位置づけが協力の継続・成果によって格上げされたことに伴い、人員・予算が拡充さ
れ自立発展性が増した。一般に日本側の投入による前提として相手国組織のしかるべき位置（格）づけ、
予算の配賦を求めるが、インドネシア側にとってはしかるべき投入、又は実績がないと格づけも予算配賦
も困難といえる。このどちらが先かという問題はインドネシアに限らず他の国においても直面する課題で
ある。

７．提　言
　(1) プロジェクト目標のみならず「産業造林計画がバイオテクノロジー・林木育種センターから供給された
種子源とその情報及び育種技術を活用することができる」上位目標達成のために必要な活動はおおむね行
われたが、この上位目標達成のためには造林企業との更なる連携の継続が必要である。

　(2) 実施機関の機能の維持・拡張、林木育種技術の発展のためには、施設・機材の維持・改修や研究用試薬
等の消耗品購入のための適切な予算配賦が必要である。加えて同センターは財政基盤強化のため、造林企
業との契約研究の実施、民間、公共機関等との共同研究の実施の方策を探ることが必要である。

　(3) 効率的な研究のためにはセンターの研究者、技術スタッフ間での情報の共有化とLAN／データベースシ
ステムの活用が必要であり、センターのウエブサイトを開設し、成果をより多くの利用者に提供すること
が望まれる。

　(4) プロジェクト終了時において当初のプロジェクト目標は達成されると思われるが、日イ合同評価チーム
は造林企業への成果波及を確固たるものにすると同時に、センターの研究戦略を発展させるために、アカ
シアマンギュウム以外の主要早生樹種の第２世代実生採種林設置に係る、技術的支援と造林企業との連携
についての助言を行う長期専門家１名の派遣と第２世代実生採種林造成計画、DNA分析等の技術支援のた
めの短期専門家数名の派遣による協力の継続を提言した。
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

  インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と略す）は世界でも有数の森林面積を有して

いるが、近年森林資源が激減しており、FAOの推定値によると1982年から1990年までの間に年

平均で130万haの森林が減少したとされる。これに対し、インドネシア林業省は80年代から木材

生産の増大と天然林の保全のため産業造林、社会林業に取り組んできた。 

  産業造林を推進するうえでの重要課題は林木の遺伝的な改良と改良種子の供給体制の整備で

ある。 

  インドネシアは産業造林用改良種子をオーストラリア等海外からの購入に依存していたが、

造林地の自然環境に適した林木を自国で生産することが可能となるよう、我が国は無償資金協

力による施設供与に引き続き1992年６月から1997年５月まで当該分野の技術協力のため林木育

種計画フェーズ１による協力を行った。 

  インドネシアはこの成果を活かしつつ、国内産の改良種の育成と原種の生産・供給体制を確

立するために、林木育種分野の更なる技術協力を我が国に要請し、1997年12月１日から2002年

11月30日までの５年間を協力期間とする以下の林木育種計画フェーズ２が開始された。 

 

 (1) プロジェクト目標 

   バイオテクノロジー・林木育種センター（BFTIRDC）の機能が、産業造林計画への種子源

とその情報、及び育種技術を供給するという点において強化される。 

 

 (2) 成果 

   早生樹種の次世代化育種技術が提供される。 

   育種種子生産のための種子源造成用の種子とその情報の管理と提供システムが整備される。 

   郷土樹種の育種に必要な基礎情報と技術が提供される。 

 

 (3) 主な投入実績 

   専門家：長期2.5年間５分野３名、2.5年間５分野４名 

   機材供与：8,500万円 

   研修員受入：12名（2002年度２名含む） 

 

  そして、協力期間終了まで半年余りとなった2002年５月に終了時評価調査団が派遣されるこ

ととなった。 
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　　この終了時評価調査団の派遣目的は以下のとおりである。

　(1) 林木育種計画フェーズ２について、JPCM手法に基づき評価５項目に従ってインドネシア

側と合同でプロジェクトの終了時評価を行い、必要な提言を行う。

　(2) 終了時評価調査結果を取りまとめ、合同調整委員会で報告し、合意結果をミニッツに取り

まとめインドネシア側と署名を行う。

１－２　調査団構成

担当分野 氏　　名 現　　　職

総　　括 吉　浦　伸　二
国際協力事業団 森林・自然環境協力部
森林環境協力課　課長

育　　種 近　藤　　  二
独立行政法人林木育種センター
育種部育種課　課長

情報管理 加　藤　一　隆
独立行政法人林木育種センター
育種部育種課環境育種研究室　室長

計画評価 田　中　資　記 国際協力事業団森林・自然環境協力部
森林環境協力課　職員

評価分析 東　野　英　昭
株式会社レックス・インターナショナル
コンサルタント

１－３　調査日程

平成14年５月19日～６月８日
月　日 曜日 活動内容 宿泊地
５月19日 (日) コンサルタント（１名）

東京発、ジャカルタ着
ジャカルタ

５月20日 (月) 移動：ジャカルタ→ジョグジャカルタ
＊５月27日まで終了時評価用PDM作成に係る作業

ジョグジャカルタ

５月26日 (日) 官団員（４名）
東京発、ジャカルタ着

ジャカルタ

５月27日 (月) JICA事務所打合わせ、林業省表敬、打合わせ ジャカルタ
５月28日 (火) 移動：ジャカルタ→ジョグジャカルタ

バイオテクノロジー・林木育種開発センター表敬
終了時評価手法の説明、打合わせ

ジョグジャカルタ

５月29日 (水) ウオノギリ試験林現地調査 ジョグジャカルタ
５月30日 (木) プロジェクト成果報告会（12名のカウンターパートによる発表）

専門家、カウンターパートへの聴取調査
ジョグジャカルタ

５月31日 (金) 午前：専門家、カウンターパートへの聴取調査
午後：合同評価協議

ジョグジャカルタ

６月１日 (土) 合同評価協議 ジョグジャカルタ
６月２日 (日) 移動：ジョグジャカルタ→ジャカルタ ジャカルタ
６月３日 (月) 林業省研究開発庁長官表敬

評価結果報告
ジャカルタ

６月４日 (火) バイオテクノロジー・林木育種センター提携先試験地調査
株式会社コマツ試験地（ボゴール）

ジャカルタ

６月５日 (水) ミニッツ案協議 ジャカルタ
６月６日 (木) 合同調整委員会及びミニッツ署名、JICA事務所報告 ジャカルタ
６月７日 (金) 移動：ジャカルタ発 機中
６月８日 (土) 東京着

＊なお、総括は６月８日（土）にマングローブ情報センター計画の運営指導を行い、６月９日（日）
に帰国。
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１－４ 主な面談者（敬称略） 

林業省研究開発庁 Mr.A.Fattah. DS 

Dr. Mulyadhi 
長 官 
総務局長 

林業省研究開発庁バイオテクノロジー・ 
林木育種センター 

Dr.Nur Masripatin 所長代行 

ガジャマダ大学 Dr. M. Naiem 教 員 
個別派遣専門家 中 田   博 森林計画アドバイザー 
プロジェクト専門家 栗 延   晋 

橋 本 恭 二 
千吉良   治 
磯 田 圭 哉 

チーフアドバイザー 
業務調整／情報管理 
量的遺伝 
郷土樹種の育種 

JICAインドネシア事務所 神 田 道 男 
内 藤 智 之 

所 長 
所 員 
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第２章 調査結果の要約 
 

 現地評価調査は、専門家、カウンターパート、林業会社へのアンケート結果、施設見学等から

情報を取得した。以下に、調査結果を要約する。 

各調査項目の詳細は、３章以下に示すとおりである。 

 

 (1) 実施の効率性 

   成果達成のために必要な投入は効率的に行われ、成果自体もほぼ達成され、実施の効率性

は高い。しかし、無償資金協力などにより本邦購入・搬送により供与された機材のスペア・

パーツのうち、現地にて調達不可能なものがあること、及びインドネシア側の予算執行の遅

れが指摘された。 

 

 (2) 有効性 

   プロジェクト目標達成に必要な成果は全て達成され、また、それが目標達成に貢献してお

り、有効性も高いと判断される。 

 

 (3) インパクト 

   実施機関や提携林業会社に高い正の効果を及ぼしたと判断される。しかしながら、研究成

果の発現、インドネシアの林業政策への効果の検証はまだ時間を要する。 

 

 (4) 妥当性 

   現在インドネシアにおいては、木材の大幅な供給不足状態が続いているが、インドネシア

政府は天然林からの木材伐採を削減する方向を打ち出している。今後は、産業造林の重要性

がますます増大すると思われる。林木育種技術の産業造林への普及は、高収量、高品質の材

の供給を可能にするとともに、天然林の保全にも資することから計画の妥当性は高いと判断

する。 

 

 (5) 自立発展性 

   実施機関が、プロジェクト活動中に３等機関から２等機関に格上げされ、カウンターパー

トの配置も充実するなど、組織としての基盤は強化された。また、提携林業会社の数も増え

るなど、自立発展性はある程度高いと判断する。ただし、林業会社のニーズに応じた情報、

技術の提供を、どのように継続・展開していくか、今後の研究戦略の策定と、インドネシア

側の予算執行の問題が不確定要素である。 
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第３章 プロジェクト全体評価 
 

３－１ 評価計画 

 ３－１－１ 評価用PDM（PDME）の作成 

   評価業務は、1999年の12月に作成されたPDMを基に作成した、評価用（PDME）により行っ

た。 

   改訂のポイントは以下のとおりである。 

   １）プロジェクト対象地区：ターゲットグループの明記 

     プロジェクト対象地区：「インドネシアの森林地域」 

     ターゲットグループ：「BFTIRDCの研究者及び技術者」 

 

   ２）現状のプロジェクト活動、内容に基づき、以下のものを加えた。 

     活動項目第四項：「育種事業推進のための対外活動を実施する｡」 

     成果第四項：「他の研究機関或いは林業会社にBFTIRDCの活動内容に関する情報が共

有化される｡」 

 

   ３）指標の定量化：本プロジェクトの成果は、直接定量的に判断できないものも含まれて

いるが、なるべく具体的で定量化的な指標を設定した。 

 

   ４）外部条件の見直し：プロジェクトの終了時評価に当たり、現状に即した表現に書き改

めた。 

 

   これらのポイントについて、プロジェクトの専門家、インドネシア側カウンターパート、

合同評価委員を交えた打ち合わせを持ち、確認し、合意した。評価用PDMは、付属資料１と

して示したとおりである。 

 

 ３－１－２ 評価用サマリー・調査項目の作成 

   評価用PDMから、上位目標、プロジェクト目標、成果、投入を抜き出し、評価サマリーを

作成し、調査項目を概略定めた。評価サマリーを以下に示す。 
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評価サマリー 
上位目標 造林計画（HTプログラム）がBFTIRDCから供給された種子源とその情報、及び育

種技術を活用することが出来る。 
プロジェクト目標 BFTIRDCの機能が、産業造林計画への種子源とその情報、及び育種技術を供給す

るという点において、強化される。 
成  果 １．早生樹種の次世代化育種技術が提供される。 

２．育種種子生産のための種子源造成用の種子とその情報の管理と提供システム
が供給される。 
３．郷土樹種の育種に必要な基礎情報と技術が提供される。 
４．他の研究機関或いは林業会社にBFTIRDCの活動内容に関する情報が共有化さ
れる。 

投  入 日本側 
１．人材  
長期：合計 名 
 １）リーダー：２名（54M/M） 
 ２）業務調整：１名（54M/M） 
 ３）情報管理：(2)名（０M/M）(全期間、リーダーと業務調整員による兼務) 
 ４）量的遺伝：２名（54M/M） 
 ５）郷土樹種の育種：１(1)名（25M/M）(前半29月は業務調整員による兼務） 
短期：合計14名 (15M/M) 
２. 研修員受入：10名 
３. 機材供与：約8,461万3,000円 

 インドネシア側 
１．人員配置 
 １）プロジェクト・ダイレクター:４名（54M/M） 
 ２）プロジェクト・マネージャー:４名（54M/M） 
 ３）カウンターパート：51名 
２．施設・設備 
BFTIRDCサイト 5.5ha 
専門家執務室：３室、実験室：５室等 
３．ローカルコスト：約116億5,008万8,000ルピア 
（１円＝65.0ルピアとして179,232,123円) 
2002年度分を含むセンター予算の総額 

 
 
 ３－１－３ 評価デザイン 

   評価サマリーを基に、現地でインドネシア側の評価委員を交えた打ち合わせを実施し、調

査項目、データ収集の方法を決定した。情報は基本的に、これまで作成されたプロジェクト

からの報告書を基にして、日本人専門家、インドネシア側カウンターパート、林業会社への

アンケート及び聞き取り調査を実施し、情報を補完することとした。これらの調査結果に加

えて、現地視察の結果などを総合して、評価結果をまとめる方針とした。 

   調査結果を取りまとめる様式として、達成度グリッド、評価グリッドを準備した。達成度

グリッドは、投入、活動、成果の三項目についてその達成度を調査し、評価のためのバック

データとして活用した。評価グリッドは、評価サマリーを基に、効率性、有効性、インパク

ト、妥当性、自立発展性から成る、評価５項目に基づく評価結果を記入するための様式であ

り、これに個々の評価委員の調査結果、評価結果を基にしてまとめた合同評価委員会の最終

評価結果を示すこととした。達成度グリッド、評価グリッドはそれぞれ付属資料１として添

付したとおりである。 
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３－２　調査結果

　　アンケート調査・聞き取り調査の結果を以下に要約して示す。なお、アンケートは事前に配

布した質問票に対する回答を基に、BFTIRDCにて個別の聞き取り調査を実施した。日本人専

門家全員（４名)、インドネシア側カウンターパート８名、林業会社７社に回答を依頼し、そ

れぞれ４名、８名、６社から回答を得た。日本人専門家４名、カウンターパート７名に個別調

査を実施した。林業会社については、時間の制約や、通信事情の悪条件などから聞き取り調査

は行っていない。

　　質問票と、回答をとりまとめた詳細は、付属資料８に示すとおりである。

　(1) 日本人専門家へのアンケート及び聞き取り調査結果

　　１）成果の達成度、投入の適否：日本人専門家は、成果の達成度、投入の質・量・タイミン

グなどに大きな問題はないと考えている。しかし、供与機材の維持管理、インドネシア側

の予算確保、カウンターパートの日本国内研修の期間等に問題点が指摘された。

　　２）プロジェクト目標の達成度：ここでは、プロジェクト目標の達成に関わる外部条件、す

なわちカウンターパートの定着について質問項目を設けた。定着率は、ほぼ100％に近く、

問題はないと考えている。（プロジェクト目標の達成度についての質問は、プロジェクト

が作成した報告書の内容の確認作業と重複する部分が多いので、回答に要する時間を考慮

し割愛した）

　　３）プロジェクトの波及効果：プロジェクトの波及効果（上位目標の達成度も含む）は、回

答が難しいとする意見もみられるが、技術面で林業会社との連携による関連企業への影響

があったとする他にも、組織、社会面への影響が大きいという回答が得られた。上位目標

については、「見込みがある」とする回答を含めて、全員が基礎は整ったと考えている。

ただし、インドネシアの林業政策の展開への懸念も示されている。

　　４）プロジェクトの妥当性：妥当性については、インドネシア林木育種計画の重要性につい

ては、“より重要になる”と“今後重要度は減る”と意見が分散した。プロジェクト目標、

上位目標が社会へのニーズ応えているかどうかについては、ほぼ全員が“よく応えている”

あるいは“応えている”と回答している。

　　５）プロジェクトの自立発展性：BFTIRDCの組織としての自立運営については、２等機関

への昇格、育種協議会の設立があげられ、自立運営がある程度可能と答えている。“継続
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は可能だが、「自立」的かどうかは疑問”とする回答もあった。技術的には全員が、ある

程度は自立可能と考えている。財政面では、BFTIRDCの予算確保不確定な部分があるが、

２等機関への昇格は、大きなプラス要素と認識されている。

　(2) インドネシアカウンターパートへのアンケート及び聞き取り調査結果

　　１）成果の達成度、投入の適否：日本側の投入については、適切であったという回答が大半

を占め、残りもほぼ適切であるという回答であった。ただし、日本での研修については、

大半が満足しているものの、時期と、派遣期間について、また、インドネシアで対象とす

る樹種が日本では取り扱われていないなどのコメントがあった。インドネシア側の投入に

ついては、予算執行の遅れ、研究室の維持管理についての要望などがあげられた。しかし、

総じて大きな問題は指摘されなかった。

　　２）プロジェクト目標の達成度：プロジェクト目標の達成度については、“十分に達成され

た”とするもの５名、“部分的には達成された”とするものが３名であった。まだ達成さ

れていない部分としては、現時点での技術の実生採種園への実用面の強化、規模的な拡大

の必要性が指摘された。また、プロジェクト目標の達成に対して成果項目の貢献度合いも、

“非常に貢献した”とするものが５～６名、“ある程度貢献した”と回答したものが、２

～３名であったが、LANとデータベースシステムについては、利用の度合い、維持管理

などについて、否定的な回答もあった。さらに、郷土樹種の技術開発については、対象郷

土樹種の種類の少なさを指摘する回答が２名あった。

　　３）プロジェクトの波及効果：上位目標の達成度については、“よく達成された”とするも

の２名、“ある程度達成された”とするものが５名、“まだ達成されていない”とするも

の１名であった。肯定的なコメントには、実際に種子源を林業会社に提供しているという

事実が述べられた。逆に、否定的なコメントでは、実用化された技術がA.mangium等に

限られていることと、林木育種計画育種分野での研究、技術開発は、効果の発現に時間が

かかることが指摘された。

　　４）プロジェクトの妥当性：林木育種部門の社会的重要性については、全員がインドネシア

の社会的ニーズが高いと回答している。プロジェクト目標、上位目標の内容についても、

現時点でも高い妥当性をもっていると考えている。

　　５）プロジェクトの自立発展性：独力で現在の研究活動を継続していけるかどうかという質
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問には、全員が“ある程度”やれると回答した。技術分野によっては、まだ日本人専門家

の援助が必要だというコメントがあった。 

 

 (3) 林業会社へのアンケート結果 

   林業会社は、林木育種計画育種協議会メンバーから地域性などを考慮して７社を選び、質

問票をファクスあるいは、電子メールにて送信し、回答を依頼した。 

   調査時間が限られていたこともあり、質問項目は極力簡素化し、BFTIRDCからの種子源の

量と、品質、情報交換、今後のプロジェクト活動に対する期待についてのみ質問を行った。 

   以下に回答の概略を示す。 

  １）BFTIRDCから提供された、実生採種園造成のための種子源の品質、供給のタイミングに

ついて：ほぼ全社が満足している。 

  ２）BFTIRDCからの情報の提供について：情報供給量については、“非常に多い”２社、“あ

る程度”３社、であるが、“ほとんどない”という回答が１社あった。林業会社とセンター

の電話などでのやりとり、あるいは現場出張の際の情報交換も、ある程度は行われている

ようである。林業会社からの参加者を対象として実施されたセミナー、トレーニングコー

ス、ワークショップなども実用性に富み、高い評価を受けている。また、プロジェクトに

対する期待を尋ねた質問への回答は、プロジェクト活動の今後への継続、改良種子の樹種

の拡大、協力関係の強化などがあげられている。 

 

 (4) 現場調査、研究施設見学等 

   上記の聞き取り調査の他に、ウォノギリ直轄試験地における実生採種園の見学、研究所で

の実験室、施設、供与機材の維持管理状況などを調査した。 

 

 ウォノギリ直轄試験地 

  現地はプルフタニ（国営企業）所有の土地にセンターが試験地をつくっているもので、管理

及び種子の採取もセンターが実施している。第一世代の実生採種林は、 A.mangium, 

A.auriculiformis, E.pellitaの３樹種について、第二世代の実生採種林は、A.mangiumについて造成

されていた。 

  これらのほか、２箇所の試験地も造成されていた。第一世代の実生採種林は５～６年生で種

子の生産が始まっており、種子生産についての貴重な情報や交配実態の解明などは、この採種

林を利用して得られていることから、ウォノギリの採種林はプロジェクトが技術開発やデータ

を集積するために貴重であり、また、採種林としてもよく管理している。 
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　センターの研究施設

　　機材についてはよく活用され、保守等もよくなされていた。試薬については、冷蔵保存のも

のが停電で有効期限より早く失活したりしたことも聞いたが、温度保持能力のより高い冷蔵庫

や発電機を備えるなどして対処しており、大きな問題はみられない。コンピューターの盗難が

発生しているが、その後施錠及び警備を強化しており適切な対処の後がみられた。

３－３　評価５項目による評価

　３－３－１　実施の効率性

　　実施の効率性は高いと判断される。

　　　日本側の投入は、専門家派遣、インドネシア側カウンターパートの日本国内研修、機材投

与のすべてについて、量的、質的、時期的に適切に行われたと言える。フェーズ２の前半で

は、五分野を三人の長期専門家で担当していたが、他のプロジェクトの人員配置との比較、

あるいは実際の作業量と比べて投入がやや不足していた感が否めない。しかし、中間評価の

時点で、この点が指摘された後半は、長期専門家が速やかに１名増員され、４人体制となり、

プロジェクトの成果達成度の向上に寄与した。

　　　インドネシア側の投入も、1998年の経済危機以降の状況を考えれば、妥当なものであった

と判断できる。カウンターパートは、評価時点で、49名であり十分な人員配置が行われてい

る。また、BFTIRDCが２等研究開発機関に昇格したため、学士、修士をもつ高学歴のカウ

ンターパートの配置が増えている。活動予算については、インドネシア側予算の施行が、通

常遅れるため、年度初めの活動に支障を来している。

　３－３－２　有効性

　　　プロジェクトの有効性は高いと判断される。プロジェクト目標の指標に基づく評価は以下

のとおりである。

　　１）カウンターパートが、育種の一連のサイクル（造成、検定、選抜）について十分な知識

と技能を身につける：専門家、及びカウンターパートからの聞き取りによれば、個人差は

あるものの、技術移転が円滑に行われ、カウンターパートは標準化された業務については

独力で実施できると判断できる。厳密な意味で、一連のサイクル全てを実施したカウンター

パートは５名ほどであるが、彼らが核となって現在の活動をリードしていく素地ができて

いる。

　　２）第２フェーズで造成された実生採種園の数と面積は、それぞれ、23か所、33.53ha（内

訳：A. mangium：20か所　29.23ha、A.crassicarpa：１か所　0.64ha、E. urophylla：１
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か所　2.30 ha、P. falcataria：１か所、1.36ha）であり妥当な数であると判断される。

　　３）センターで研究活動を実施できるカウンターパートの数：専門家、及びカウンターパー

トからの聞き取りによれば、個人差はあるものの、各研究グループで核となる人材が育っ

ているため、研究所全体の運営方針が適切に策定されれば、研究活動の実施については可

能と判断される。

　　４）林業会社との連携が強化される：2001年９月に、林木育種協議会が設定され、現在９社

が加入している。これらの会社を対象として、セミナー、ワークショップ、トレーニング

コースなどが開催されている。基本的に技術、情報がBFTIRDCから供給され、採種園の

土地とデータの提供は林業会社から行われる形を取っており、連携の強化は進んでいると

思われる。

　　　以上の視点から、有効性は満足いく水準であると判断される。

　３－３－３　インパクト

　　　正の波及効果が認められる。特に、組織面では、プロジェクトの活動により、BFTIRDC

が３等研究機関から２等研究機関に昇格し、研究機関としての地位が確立されただけでなく、

社会的なイメージの向上も果たした。更に当プロジェクトが取り入れた民間の林業会社との

連携構築が、林業省の他のプロジェクトでも取り入れられるなど、林業省のプロジェクトの

方向を示した意味での効果も認められる。

　　　効果の一つである上位目標は、今後のインドネシア政府の林業政策、民間林業会社の経営

状態など、不確定要素も大きく、達成にも今後更に時間がかかると思われるマイナス要素も

あるが、技術移転が円滑に行われ、林木育種計画育種協議会の設立など、達成の条件は整っ

たと判断できる。

　　　住民に対する影響は、現時点では情報が不足しており、検証は困難であるが、今後モニタ

リング活動を実施していく必要がある。

　３－３－４　計画の妥当性

　　　計画の妥当性は、終了時評価の時点に於いても高い。林業がインドネシアの最重要な産業

の一つであり、用材の需要と供給に大きな開きがあるなかで、インドネシア政府は、環境維

持の観点から天然林からの用材の供給を減らす方向を打ち出している。したがって、将来の

用材の供給は人工林により多く依存することになる。

　　　林木育種計画が、植林の生産性を向上させ、限られた面積の植林地からの用材の供給を質
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量ともに増加させることは、国の林業政策の方向性と一致している。 

   また、計画は、実施機関であるBFTIRDCにとっても、技術移転、人材開発の双方の視点か

ら重要な意味をいまだに有している。 

 

 ３－３－５ 自立発展性 

   自立発展性は、高～中程度である。BFTIRDCが３等研究機関から２等研究機関に昇格した

ことで、組織としての地位が向上し、カウンターパートの配置も充実するなど、プロジェク

トの持続性は高まっていると判断する。しかし、財政的な面では、予算の執行が遅れ続けて

いる過去の経緯をみると、いまだに不確定な要素が多い。また、センターの活動方向を定め

る戦略性や、研究の財源を確保していくマネージメントの部分では向上の余地があると判断

する。 

   個々のカウンターパートの能力は技術移転、日本での研修、海外留学などで高まっており、

標準化された分野では自立的に活動を継続していけると評価できる。しかし、依然として、

日本人専門家の協力が必要な分野が存在する。 

 

３－４ 評価５項目のまとめ 

  ３－３項で述べた五項目による評価結果を表に取りまとめて示す。 
評価五項目 評価結果  
効率性 高い （＋）成果はほぼ達成された 

（＋）投入は日本・インドネシア双方ともほぼ適切であった 
（＋）供与機材の利用・維持管理の適切さ 
（＋）カウンターパートの定着度は高い 
（－）インドネシア側予算執行が遅れ気味   

有効性 高い （＋）カウンターパートへの技術移転 
 早生樹種の一連の育種サイクルを経験し、知識、技能が向上 
（＋）造成された採種園の面積と数 
（＋）育種協議会の設立（連携の強化） 
（－）LANとデータベースの利用は向上の余地あり 

インパクト 高い （＋）センターの二等機関への昇格（組織） 
（＋）林木育種分野のイメージの向上（社会） 
（＋）林業会社の優良種子使用への理解向上が認められる 
 但し、 
（－）上位目標の達成は、インドネシアの政策や、林業会社の経営状態に左右さ
れ、かつ、まだ時間がかかる見込み 

妥当性 認められる （＋）国策との合致度高く、上位目標の妥当性は高い 
（＋）センターの機能強化に対して、技術移転、人材開発の面で、プロジェクト
の果たす役割は現時点でも大きく、プロジェクト目標についても、妥当性は
高い 

自立発展性 高～中程度 （＋）二等機関への昇格による組織の強化 
（＋）カウンターパートの成長 
（＋）林木育種協議会による林業会社、大学との連携の基礎が確立されつつある 
（－）インドネシア側予算執行が遅れ気味  
（－）研究機関として戦略策定能力に改善の余地あり 
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第４章　課題別評価

４－１　早生樹種の育種

　　早生樹種の育種では、実生採種林の次世代化のためのプラス木を選抜するために、まず、プ

ラス木の選抜手法を確立し、次に、第二世代の実生採種林を造成するのに十分な数のプラス木

を選抜すること、及び実生採種林管理のための基礎情報を得ることを目的としている。

　４－１－１　評価用PDMにおける評価の基準

　　　終了時評価用PDMにおいては、早生樹種の次世代化を推進することが求められている。

それらを測るための指標としては、以下のことがあげられる。

　　(1) プロジェクト開始から３年までに実生採種林におけるプラス木の選抜手法を標準化する

　　(2) 対象樹種についてそれぞれ100本以上のプラス木を選抜する

　　(3) 実生採種林の管理についての基礎情報を収集する

　　　これらの指標を基準として、プロジェクト終了時における計画達成度に関する終了時評価

を実施した。

　４－１－２　活動の実施状況

　　(1) プラス木の選抜手法の標準化については、実生採種林のなかから優良な家系、あるいは

家系内の個体を選抜するためのプログラム開発を行ない、その内容を本プロジェクトの刊

行物（FTIP-P2、1998年）に掲載するとともに、実際の選抜に活用している。

　　(2) 対象樹種についてそれぞれ100本以上のプラス木を選抜することについては、これまで

に造成した大半の第一世代の実生採種林においてプラス木の選抜を終了しており、プラス

木及びその候補木も含めると、A. mangiumで495本、E. pellitaで1,234本、A. crassicarpa

で257本、A. auriculiformisで2,030本を選抜するとともに、A. mangiumにおいては選抜

したプラス木からの実生を用いて既に20か所の第二世代の実生採種林を造成しており、本

プロジェクト終了時には30か所までにいたる予定である。さらに、A. mangiumとE. pellita

においてはプラス木選抜の際に材質調査を行ない、選抜の条件に加味した。また、選んだ

プラス木からは種子を採種し、その実生を用いて第二世代採種林を造成するが、プラス木

のクローンを用いて遺伝的獲得量をより大きくするために、プラス木を無性繁殖で増殖さ

せる技術開発にも取り組み、A. mangiumでは取り木、E. pellitaでは接木が有効であるこ

とを明らかにするとともに、BFTIRDC構内にモデルクローンバンクを造成した。

　　(3) 実生採種林の管理についての基礎情報の収集については、A. mangiumとE. pellitaの実

生採種林での開花結実の調査を行なうとともに、A. mangiumについては潜在的な種子生
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産量を推定し、15～40kg/haの値を得た。さらに、A. mangiumの実生採種林内の採種木

の密度と種子の発芽率を調査し、採種木の密度が低すぎると発芽率も低下する傾向がある

ことを見出した。また、A. mangium実生採種林内の交配実態に関して、DNA分析手法を

用いて複数の採種木を対象に花粉の飛散距離を調べたところ、飛散距離にかなり幅がみら

れ、平均で30m程度であることを明らかにしている。

　４－１－３　成果の達成状況

　　(1) プラス木の選抜手法の標準化については、選抜を行なうためのプログラムが本フェーズ

開始後２年目にプロジェクトの成果として刊行されるとともに、その後第一世代採種林か

らのプラス木の選抜に積極的に利用されたことから、目的とする成果は達成された。

　　(2) 対象樹種についてそれぞれ100本以上のプラス木を第一世代実生採種林から選抜するこ

とについては、A. mangium，E. pellita，A. crassicarpa，A. auriculiformisの４樹種で十

分な数のプラス木を選抜することができた。さらに、A. mangiumについては第二世代実

生採種林を相当数造成しており、目的とした成果は達成された。インドネシアの早生樹種

においては、自国内には林木育種の理論に基づいて造成された採種林は非常に少なく、そ

の次世代化まで進めたものはない。たとえば、A. mangiumの場合には、原産地であるパ

プアニューギニアやオーストラリアにおいて採取されたタネがいいものとして取引されて

いる。本フェーズにおいて造成された第二世代の実生採種林は、それらのものに比べて優

れていることが十分に期待され、質的にみてアジアにおいても屈指のものである。また、

プラス木の選抜においては、成長量だけでなく材質も加味している。このことは、対象と

した樹種が従来どおりパルプ材としてだけでなく、今後、用材として利用できる道をつけ

るもので、そのことにより材の価値を数倍向上させることが期待される。

　　(3) 実生採種林の管理についての基礎情報の収集については、開花結実調査及び種子生産量

の推定を行なっている。採種林の林齢がまだ若いこともあり、今後も継続的に調査する必

要があるが、この種の調査データはこれまでにあまり報告されておらず、今回の調査結果

は貴重なものである。また、実生採種林内の交配実態に関して、DNA分析手法を用いた

調査を行ない、花粉飛散距離を解明している。この研究は世界水準の研究であり、実生採

種林の管理についての基礎情報として重要なものである。

　４－１－４　プロジェクト目標への貢献

　　　第二世代実生採種林を相当数造成できたことは、産業造林計画に対して種子源を提供でき

た。そして、その過程においては、プラス木の選抜手法、改良による遺伝的獲得量の推定等

の林木育種の技術をBFTIRDC自身が身につけることでBFTIRDC自身の能力を強化するこ



-15-

とができた。本項が本フェーズの内容で最も重点であると考えられるが、非常によく実行さ

れており、プロジェクト目標の達成に大きく貢献している。

　４－１－５　まとめ

　　　プラス木の選抜手法の標準化、第一世代実生採種林からのプラス木の選抜、実生採種林の

管理についての基礎情報の収集については、活動も活発で、目的をもった実行がなされてい

る。カウンターパートへの技術移転もスムーズに行なわれており、彼らの能力の向上は著し

く、これからのインドネシアを背負っていける力と自信も垣間みられた。林業省において林

木育種の重要性が認知され、BFTIRDCの行政機関としての格が上がったことに伴い優秀な

人材の補充が続けられている。さらに、実際の事業を行なっている企業からの協力と期待を

得ることができている。林木育種では，行政と研究の連携が問われるが、その点では正にバ

ランスが取れていた。

　　　残された課題もみられた。実生採種林の次世代化についてはA. mangiumでしか第二世代

実生採種林が造成されておらず、他の３樹種で今度予定通り実行されるかどうか、また、カ

ウンターパートの資質は大きく向上してはいるものの、彼らが自立し、インドネシアの育種

計画をさらに進めていけるかどうか、という点である。インドネシアでは行政機構の改編が

最近大きく実行されており、その中でBFTIRDCがこれまでどおりの地位を保つことが、こ

れまで蓄積してきたものを実り多いものにするために非常に重要である。

４－２　情報の管理

　　情報の管理では、育種種子生産のための種子源造成用の種子とその情報の管理を行い、さら

にその提供システムを供給することを目的としている。

　４－２－１　評価用PDMにおける評価の基準

　　　指標としては、以下のことがあげられる。

　　　(1) LANとデータベースが種子源と情報の管理に活用される

　　　(2) LANとデータベースの保守管理体制が整う

　　　(3) 育種素材の管理技術が標準化される

　　　これらの指標を基準として，プロジェクト終了時における計画達成度に関する終了時評価

を実施した。

　４－２－２　活動の実施状況

　　　この分野における活動については、長期専門家１名／年、カウンターパート１名で実施さ
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れている。本分野における活動は以下のとおりである。 

  (1) センター内にLANを敷設し利用する 

    種子源と情報の管理に活用するため、センター内にLANが敷設されている。LANは19の

ターミナルで構成され42人が利用しているため共同利用の場合がある。既に所内のホーム

ページが完成されている。また、業者の方が月に１度ウィルスチェックを行っている。 

  (2) データベースを管理する 

    すでに７つのデータベースが構築されている。内訳は、種子情報（24樹種について記載)、

採種林（F１とF２を合わせて3723本登録)、系統評価（樹高、胸高直径、樹幹長など)、プ

ラス木（3022本登録、樹高、胸高直径、樹幹長などを記載)、クローン（プラス木のクロー

ン)、図書研究資料（８つのカテゴリにー分けられる）及び機材（購入時期、設置場所など

を記載）である。これらのデータは１週間ごとに更新されている。 

  (3) 育種素材を管理する 

    3155家系について表が作成されており、種子の受け払い状況（グラムで表示）及びその

後の得苗数が記録されている。 

 

 ４－２－３ 成果の達成状況 

   終了時評価においては、プロジェクト報告書、カウンターパート及び長期専門家に対する

インタビュー及び運用されているシステムの視察を通して、第２フェーズにおけるプロジェ

クトの成果の達成状況について把握を行った。 

   まず、LANシステムは非常に便利であるという認識はどのカウンターパートとも高いよう

であった。ただターミナル数が少なく共同利用となっているため、今後の使用頻度が高まる

ことを予測してターミナル数を増やす必要がある。また一部のカウンターパートはLANシス

テムを十分に使いこなせないため、ある程度トレーニングを行う必要がある。さらに、ウィ

ルスチェックを行っているが、LANシステムへのウィルスの進入があり、また停電も何度か

起きるなど、これらの障害によりシステムの停止が何度か発生した。このような状況から早

く改善されることを期待する。 

   データベースは必要な情報をほぼ網羅している。しかしながら、各情報を詳しくみた場合、

データが入力されていない箇所が目立つ。データ入力を担当しているカウンターパートは毎

週データの更新を行っている。したがって、このようなデータ入力の不完全な状態はデータ

をもっているカウンターパートが積極的にデータを提出しないために起こっているらしい。

各カウンターパートの積極的な提出を期待する。 

   育種素材の管理は、種子の受払い状況及び得苗数などが細かく記載されており、この点か

ら標準化されているとみなしてもよい。ただ、もう少し細部にわたった研究（種子の保存の
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仕方、発芽率）を行えばより管理は徹底したものになると思われた。 

 

 ４－２－４ プロジェクト目標への貢献 

   LANが敷設されデータベースが構築されたことは種子源と情報の管理に十分に活用できる。

また、育種素材の管理技術が標準化され、次世代の把握につながる。これらの点を考えあわ

せるとプロジェクト目標の達成に大きく貢献している。 

 

 ４－２－５ まとめ 

   LAN及びデータベースシステムは構築され、利用され管理されている。しかしながら、技

術的な困難がみられる。育種素材の管理技術は標準化され実用的な段階に入っている。 

 

４－３ 郷土樹種の育種 

  郷土樹種の育種においては、育種を始めるための基礎技術の研究開発を目的としており、内

容は、郷土樹種に関する基礎情報の収集、遺伝情報の分析、無性繁殖技術の試験から成る。郷

土樹種はかなり広範囲の樹種を含むので、事前調査の段階から樹種を絞っている。 

 

 ４－３－１ 評価用PDMにおける評価の基準 

   終了時評価用PDMにおいては、郷土樹種の育種のための基礎情報の収集と研究技術の開発

が求められている。それらを測るための指標としては、以下のことがあげられる。 

   (1) 主要な郷土樹種の基礎情報を収集する 

   (2) 主要な郷土樹種の分析を実施する 

   (3) 郷土樹種の無性繁殖試験を実行する 

 

 ４－３－２ 活動の実施状況 

  (1) 主要な郷土樹種の基礎情報の収集については、59種について、インドネシア26州に所在

する採種林、実生採種林に関する州別、樹種別の情報を収集するとともにデータベース化

し、育種的対応の可能性についてまとめた。 

  (2) 主要な郷土樹種の分析の実施については、DNAマーカーを用いてAgathis属の系統学的分

析を行ない、T. grandisについては、クローン識別を行うとともに、その成果の実用化をプ

ルフタニ（国営企業）に指導した。さらに，フタバガキ科のS.leprosulaについては地域間の

遺伝的多様性を解析し、東カリマンタンの集団よりスマトラJanbiの集団の方が遺伝的多様

性がやや大きいこと、及びさし木用採穂台木の集団の遺伝的多様性が天然集団とほぼ同じ

ことを明らかにするとともに、これらの結果を国際セミナーで発表した。 
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　　(3) 郷土樹種の無性繁殖試験の実行については、フタバガキ科２樹種(S.javanica,Hopea

odorata）の採穂木誘導及びさし木を行い、低く仕立てた採穂木から発根率の高いさし穂

が得られることを確認した。コマツと林業省で開発したフォグクーリングシステムを導入

し、S.leprosulaの発根率を向上できた。T.grandisの接木苗と組織培養苗を用いたクロー

ン採穂園をBFTIRDC構内及びジャワ中部に造成した。Pinus merkusiiの胚培養に成功し、

試験管内接木技術に見通しをつけた。

　４－３－３　成果の達成状況

　　(1) 主要な郷土樹種の基礎情報の収集については、郷土樹種の育種をはじめるために国内の

種子源のデータベースを構築し、樹種別情報を要約しており、手掛かりとしては十分であ

る。

　　(2) 主要な郷土樹種の分析の実施については、本フェーズの前半ではそれほど成果が出てい

なかったが、後半に長期専門家が１名増員することで、急速に質的に高い成果が出された。

しかしながら、郷土樹種についてどう進めていくのかという方針が早生樹種に比べて弱く、

取り扱った樹種や取り組んだ技術も限られている。

　　(3) 郷土樹種の無性繁殖試験の実行については、本プロジェクトにおいて特段新しい技術が

新規に開発されたというより、今後の育種に備えるために既存の技術を導入したといった

状況であった。

　４－３－４　プロジェクト目標への貢献

　　　産業造林においても、一定の割合で林地の郷土樹種を保存したり、新たに植栽することが

義務づけられている。また、森林に多様性をもたせる意味でも、郷土樹種への取り組みは重

要であることから、プロジェクト目標に貢献する内容であり、いくつかの重要な基礎情報を

得ることができた。

　４－３－５　まとめ

　　　事前調査において対象とすることを予定していた郷土樹種には、フタバガキ科、T.grandis

（チーク)、Agathis（アガチス、針葉樹)、P.merkusii（メルクシマツ）など広範囲な樹種

を含んでいたが、それらに対して一応の取り組みがみられ、育種を始めるための基礎情報の

収集と研究技術の開発が断片的ではあるが達成された。しかしながら、T.grandis、P.merkusii

については既に産業造林され、T.grandisについては組織培養を含む無性繁殖技術が実用化

され、P.merkusiiについてはガジャマダ大学が育種の実績をもっている状況で、これらの樹

種において今後どう育種を進め、そのなかでBFTIRDCがどういう役割を担っていくかについ
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ては今後の課題である。また、フタバガキ科には多くの樹種が含まれ、そのなかで造林に供

される可能性をもったS.leprosulaについてDNAによる解析や無性繁殖にまず取り組んだこ

とは適切であった。しかしフタバガキ科は多くの樹種を含んでおり、フタバガキ科について

造林に適した樹種の検討、育種の進め方、育種の元になる遺伝子保存の進め方や考え方につ

いては終了後も課題として残る。

４－４　関係機関連携

　　関係機関連携においては、他の研究機関、あるいは林業会社にセンターの活動内容に関する

情報が共有されることを目的としている。

　４－４－１　評価用PDMにおける評価の基準

　　　終了時評価用PDMにおいては、育種事業推進のための対外活動を実施することが求めら

れている。それらを図るための指標としては、下記のことがあげられる。

　　(1) 実施されたセミナー、トレーニングコース及びワークショップなどの回数、期間及び参

加者数など。

　　(2) 参加者からの反応、満足度。

　４－４－２　活動の実施状況

　　(1) セミナーは今までに２回開催されている。１回目は林業省研究開発庁主催で1999年３月

に開催され、題名は「Forestry improvement and use of improved seed: Techniques

developed and problems in implementing plantations」であった。約40人が参加した。

２回目は林業省海外協力投資局主催で1999年11月に開催され、題名は「Expose of research

results of international cooperation projects」であり、100人以上が参加した。また、2002

年10月にはinternational seminar（題名は「Advances in genetic improvement of tropical

tree species｣）を予定している。

　　(2) トレーニングコースも今までに２回開催されている。１回目は2000年10月に開催され、

民間７社が参加し、試験地の造成について講義を行った。２回目は2001年３月に開催され、

民間９社が参加し、採種林の評価解析について講義を行った。また、15の大学から95人の

生徒がセンターを訪れ野外トレーニングも行っている。

　　(3) ワークショップは1998年から2001年にかけて毎年１回開催されている。民間企業９社が

参加しており、昨年度の事業の活動状況、及び今年度の事業予定について意見を交換する

場となっている。これらの民間企業とセンターとで協議会の設立を行った。

　　(4) 今までに85の報告書がある。内訳はBulletin24、技術情報紙３、普及紙８、Scientific
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journal４、JICA出版物41、Proceeding５である。

　４－４－３　成果の達成状況

　　　終了時評価においては、プロジェクト報告書、カウンターパート及び長期専門家に対する

インタビュー及び運用されているシステムの視察を通して、第２フェーズにおけるプロジェ

クトの成果の達成状況について把握を行った。

　　　セミナー、トレーニングコース及びワークショップとも複数回行われており、長期専門家

が少ないなかで効率的に行われたとみなすことができる。また、参加者の満足度も非常に高

く、続けて開催してほしいとの要望が多いとのことである。一方、報告書に関しては、今の

ところScientific journal数が少ないのが懸念されるところであるが、カウンターパートの質

も年々向上しており今後増加していくものと思われる。

　４－４－４　プロジェクト目標への貢献

　　　関係機関連携は順調に行われているため、産業造林計画への種子源とその情報、及び育種

技術を供給するという点は非常に強化されたため、プロジェクト目標への貢献度は非常に高

い。

　４－４－５　まとめ

　　　セミナー、トレーニングコース及びワークショップとも定期的に開催され参加者も満足し

ている（もっとやってほしい、研修をやってほしい)。報告書も100近くあり、造林会社や大

学とのネットワークも構築されている。
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第５章 総 括 
 

５－１ 結 論 

  各分野毎の評価分析の結果合同評価チームは、プロジェクト終了時において「バイオテクノ

ロジー・林木育種研究センターの機能が、産業造林計画への種子源とその情報、及び育種技術

を供給するという点において強化される」というプロジェクト目標は十分に達成されるものと

期待される、との結論で合意を得た。 

  技術面では質的に見てアジア地域で屈指のものといえるアカシアマンギウムの第二世代実生

採種林が20か所造成されたことが特筆すべき点である。早生樹種や一部郷土樹種についても遺

伝的改良、分子遺伝学、有性生殖、栄養繁殖の研究成果が生まれ、85件のペーパーが作成され

ている。 

  組織制度面では、2000年２月に実施機関が３等機関から２等機関に格上げされ、組織強化・

拡充が図られたことに加え、造林企業や大学との連携も開始された。また、造林企業の採種林

試験データ収集及び企業への技術指導のためのカウンターパートの旅費について、造林企業か

ら支払われるケースや、財政面での強化への取り組みも見受けられる。 

  人材育成についてもこれまでの協力により高い成果が見受けられ、我が国文部科学省の協力

により本邦へ長期留学した３名のカウンターパートも近々実施機関に戻る予定であり、実施機

関の研究活動の推進に資するものと思われる。 

  プロジェクト運営面については、活動は当初の暫定実施計画（TSI）や実行計画（PO）に基

づいて行われたが、1999年の運営指導調査団の提言を受け2000年５月から郷土樹種の専任専門

化を追加派遣したことが後半のプロジェクト活動の強化につながった。 

  投入は日本・インドネシア両国ともに円滑に行われたが、インドネシア側の運営経費予算の

配布が遅れ気味であることが指摘され、円滑な研究活動の継続には運営経費予算の遅滞ない配

布が必要である。 

 

５－２ 提 言 

  合同評価チームは上記の結論に続き、以下の提言を取りまとめた。 

  「産業造林計画（HTIプログラム）がバイオテクノロジー・林木育種研究センターから供給

された種子源とその情報及び育種技術を活用することができる」というプロジェクト上位目標

達成のために必要な活動はおおむね行われたが、この目標達成のためには造林企業との更なる

連携の継続が必要である。 

  また、実施機関の機能の維持・拡張、林木育種技術の発展のためには、施設・機材の維持・

改修や研究用試薬などの消耗品購入のための適切な予算配賦が必要である。したがって同セン
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ターは財政基盤強化のため、造林企業との契約研究の実施、民間、公共機関等との共同研究の

実施等の方策を探ることが必要である。 

  さらに、効率的な研究のためにはセンターの研究者、技術スタッフ間での情報の共有化とLAN

／データベースシステムの活用が必要であり、加えてセンターのウエブサイトを開設し成果を

より多くの利用者に提供することが望まれる。 

  最後に、プロジェクト終了時において当初のプロジェクト目標は達成されると思われるが、

日本・インドネシア合同評価チームは造林企業への成果波及を確固たるものにすると同時に、

センターの研究戦略を発展させるために、アカシアマンギウム以外の主要早生樹種の第２世代

実生採種林設置に係る技術的支援と林木育種協議会運営についての助言を行う長期専門家１名

の派遣と第２世代実生採種林造成計画、DNA分析等の技術支援のための短期専門家数名の派遣

による協力の継続を提言した。 

 

５－３ 教訓、団長所感 

  本プロジェクトは産業造林を推進するうえでの重要課題である造林地の自然環境に適した林

木の遺伝的な改良と改良種子の供給体制を整備するために、無償資金協力による施設供与を基

盤に1992年６月から1997年５月までの第一フェーズの協力に続き同年12月１日から2002年11月

30日まで通算10年間の協力を実施している。 

  第２フェーズ開始直後の1998年５月にスハルト大統領が退陣するという政治経済上の大きな

変化があり、1998年８月の運営指導調査においてはインドネシア側の政策等が変更になる可能

性もあったため暫定案としての活動計画が策定されるにとどまり、PDMが合意されたのは1999

年12月の運営指導調査団派遣時であった。 

  以上の外部環境の激変を経ながらも、今回の終了時評価では当初の目標を達成するのみなら

ず、成果項目に造林企業への情報提供・連携の一項目を追加する実績を示したことはインドネ

シア側カウンターパート、日本人専門家を核とするプロジェクト関係者の努力の賜と考え、敬

意を表したい。 

  今回の評価結果から得られるいくつかの教訓を列記してみたい。 

  まず、プロジェクト目標がインドネシアの林業政策に合致していた事が長期にわたるプロ

ジェクトを成功に導いたといえる。すなわち産業造林に求められる改良種子の研究・供給体制

の整備は協力期間中妥当性を失うことなく、特に研究成果が出てくると造林企業の支援も発生

した。 

  次にインドネシア林業セクターのニーズに対し、適切な研究体制を整備し技術協力を行った

こと。無償資金協力でジョグジャカルタにセンター施設を提供し、息の長い技術協力を実施し

た。結果的に早生樹種の第二世代実生採種林が確立し、改良種子生産が可能となった。プロジェ
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クトの協力期間設定に関しては参考とすべき事例であると考える。なお余談ではあるがジョグ

ジャカルタはインドネシア民にとっては住んでみたい都市の上位にあるとのことで、カウン

ターパートの高定着率の一因となったとすれば、施設の立地条件もよかった訳である。 

  第３に組織の位置づけが協力の継続・成果によって格上げされたこと。すなわち、一般的に

日本側の投入の前提として組織のしかるべき位置（格）づけ、予算の配賦を求めるが、インド

ネシア側にとってはしかるべき投入、または実績がないと格づけも予算配賦も困難であるとも

いえる事。このどちらが先かという問題はインドネシアに限らず他の国においてもみられる事

態であり、理解が必要である。 

  現在までは関係者の努力で順調に成果を得てきたプロジェクトであるが、インドネシアの森

林問題という外部条件が造林企業に与える影響、林業省関係機関に配賦される予算の中核であ

る造林基金の削減がセンター予算に直接与える影響等、センター機能の維持・発展は予断を許

さない。協力終了後においてもインドネシア森林保全に重要な役割を果たすべき林木育種研究

開発機関として、同センターの発展に留意する事が、将来センターが産み出す成果を確固たる

ものとすると考える。 

  最後に今回のインドネシア側との合同評価については、研究開発庁の総務局長がインドネシ

ア側評価チームのリーダーとなり、同庁３部門から３名の評価メンバーが選定された。評価メ

ンバー全員がジャカルタからジョグジャカルタに赴いて日本側チームと共に評価用PDMを検討

し、評価グリッドを埋め、結論と提言を作成する作業を予定時間を超えて行った。限られた時

間であったが両国評価メンバーが意見を交換し、双方納得したうえで「合同評価」の名に値す

る報告書を取りまとめることが出来た。また日本側チーム同席のうえでインドネシア側評価

チームが結果を研究開発庁長官に説明したうえで最終的な協議を行い、ミニッツに署名する運

びとなったことも「合同評価」の実質に適うことであった。 

  このような評価体制の準備には、プロジェクトの日本人専門家及びインドネシア事務所の事

前の説明が功を奏したと考えるが、これに対応したインドネシア側の取り組みも評価したい。

なお調査団帰国後、その中心メンバーであった研究開発庁総務局長のMuliyadi氏の突然の訃報に

接することとなり誠に残念であった。心より冥福をお祈りしたい。 





付　属　資　料

１．合同評価報告書（ミニッツ）

２．長期専門家・短期専門家派遣実績表

３．研修員受入実績表

４．カウンターパートリスト

５．機材の利用、管理状況表

６．インドネシア林業省組織図

７．インドネシア林業省研究開発庁組織図

８．終了時評価アンケート結果
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